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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第113期 

第１四半期 
連結累計期間 

第114期 
第１四半期 
連結累計期間 

第113期 

会計期間 
自 2017年４月１日 
至 2017年６月30日 

自 2018年４月１日 
至 2018年６月30日 

自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日 

売上高 （百万円） 26,859 31,093 140,690 

経常利益 （百万円） 383 691 7,284 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 188 375 1,449 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,018 1,136 1,215 

純資産 （百万円） 77,569 77,512 77,758 

総資産 （百万円） 133,546 142,866 147,783 

１株当たり四半期（当期）  

純利益 
（円） 21.40 42.68 164.88 

潜在株式調整後１株当たり  

四半期（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 58.0 54.2 52.5 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．当社は、2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】
「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

 

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。 

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況 

当第１四半期連結累計期間の日本経済は、原油高、貿易摩擦の激化による海外経済の先行き不透明感はあるもの

の、雇用情勢・所得環境の改善持続により、緩やかな回復基調が続いております。

当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）の主要事業である建設業界の経営環境におきましては、政府建

設投資が引き続き20兆円を上回る水準、民間建設投資も増加基調となる見通しで堅調に推移しております。

このような状況下、当社グループは受注機会の増大のため積算・提案・情報収集等の総合力強化を図ってまいりま

した結果、工事受注高は246億９千万円（前年同期比14.0％増）、工事売上高は247億９千６百万円（同20.1％増）と

なり、製品等を含めた総売上高につきましては310億９千３百万円（同15.8％増）となりました。

利益につきましては、製品・販売事業において、原材料価格の上昇等により利益は減少したものの、建設事業にお

いて、工事売上高の増加に伴い利益が増加したこと等により、営業利益は５億９千８百万円（同245.9％増）、経常

利益は６億９千１百万円（同80.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は３億７千５百万円（同99.4％増）と

なりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。（セグメントごとの経営成績については、セグメント間の

内部売上高又は振替高を含めて記載しております。）

（建設事業）

当社グループの主要部門であり、完成工事高は248億４百万円（前年同期比20.1％増）、営業利益は５億８千６百

万円（同570.5％増）となりました。

（製造・販売事業）

売上高は60億６千２百万円（同3.9％増）、営業利益は４億８千７百万円（同20.6％減）となりました。

（賃貸事業）

売上高は16億３千１百万円（同2.4％増）、営業利益は８千４百万円（同47.4％増）となりました。

（その他）

売上高は６億４千６百万円（同21.1％増）、営業利益は１億２千３百万円（同32.1％増）となりました。

 

財政状態につきましては、当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、1,428億６千６百万円（前連結会計年度末

比49億１千６百万円減）となりました。主な要因は、現金預金が43億７百万円増加したものの、受取手形・完成工事

未収入金等が124億９千４百万円減少したことによります。

負債合計は、653億５千４百万円（同46億７千万円減）となりました。主な要因は、未成工事受入金が18億６千５

百万円増加したものの、支払手形・工事未払金等が65億８千７百万円減少したことによります。

純資産合計は、775億１千２百万円（同２億４千５百万円減）となりました。主な要因は、株主配当金を13億１千

８百万円支払ったことによります。

 

(2) 経営方針・経営戦略等 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億６百万円であります。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

- 4 -



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 38,000,000

計 38,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）

（2018年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,761,618 9,761,618
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 9,761,618 9,761,618 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

2018年４月１日～

2018年６月30日
－ 9,761,618 － 12,290 － 14,520

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2018年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

2018年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     971,100 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式   8,754,000 87,540   同上

単元未満株式 普通株式      36,518 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数            9,761,618 － －

総株主の議決権 － 87,540 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権の数１個）含

まれております。

 

②【自己株式等】

2018年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本道路株式会社
東京都港区新橋一丁目

６番５号
971,100 － 971,100 9.95

計 － 971,100 － 971,100 9.95

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 なお、新日本有限責任監査法人は2018年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2018年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 26,631 30,939 

受取手形・完成工事未収入金等 ※１ 52,408 ※１ 39,913 

電子記録債権 4,369 5,101 

有価証券 11,999 10,999 

商品 1,648 1,651 

未成工事支出金 449 929 

原材料 684 733 

その他 10,232 12,194 

貸倒引当金 △64 △47 

流動資産合計 108,359 102,416 

固定資産    

有形固定資産    

土地 16,695 16,896 

その他（純額） 14,096 13,901 

有形固定資産合計 30,791 30,797 

無形固定資産 494 481 

投資その他の資産    

投資有価証券 7,315 8,364 

その他 1,231 1,201 

貸倒引当金 △410 △393 

投資その他の資産合計 8,137 9,171 

固定資産合計 39,423 40,450 

資産合計 147,783 142,866 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2018年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 ※１ 33,919 ※１ 27,331 

電子記録債務 10,609 10,642 

短期借入金 － 1,250 

未成工事受入金 1,555 3,420 

完成工事補償引当金 51 53 

工事損失引当金 39 50 

独占禁止法関連損失引当金 4,782 4,635 

その他 7,811 7,226 

流動負債合計 58,768 54,609 

固定負債    

長期借入金 9,700 8,700 

退職給付に係る負債 1,021 1,012 

その他 535 1,031 

固定負債合計 11,256 10,744 

負債合計 70,024 65,354 

純資産の部    

株主資本    

資本金 12,290 12,290 

資本剰余金 14,540 14,540 

利益剰余金 50,373 49,430 

自己株式 △1,671 △1,672 

株主資本合計 75,532 74,588 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 2,804 3,521 

為替換算調整勘定 △442 △426 

退職給付に係る調整累計額 △321 △290 

その他の包括利益累計額合計 2,040 2,804 

非支配株主持分 184 119 

純資産合計 77,758 77,512 

負債純資産合計 147,783 142,866 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年６月30日) 

売上高 26,859 31,093 

売上原価 24,477 28,447 

売上総利益 2,381 2,645 

販売費及び一般管理費 2,208 2,047 

営業利益 173 598 

営業外収益    

受取利息 4 5 

受取配当金 148 114 

為替差益 30 － 

貸倒引当金戻入額 21 14 

その他 15 16 

営業外収益合計 221 151 

営業外費用    

支払利息 5 13 

為替差損 － 40 

その他 5 5 

営業外費用合計 10 58 

経常利益 383 691 

特別利益    

固定資産売却益 3 0 

投資有価証券売却益 0 － 

子会社株式売却益 － 5 

特別利益合計 4 6 

特別損失    

固定資産除却損 20 11 

特別損失合計 20 11 

税金等調整前四半期純利益 367 685 

法人税、住民税及び事業税 198 151 

法人税等調整額 △21 162 

法人税等合計 176 313 

四半期純利益 191 371 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
3 △3 

親会社株主に帰属する四半期純利益 188 375 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年６月30日) 

四半期純利益 191 371 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 865 717 

為替換算調整勘定 △52 16 

退職給付に係る調整額 13 30 

その他の包括利益合計 827 764 

四半期包括利益 1,018 1,136 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,015 1,139 

非支配株主に係る四半期包括利益 3 △3 
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。 
 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2018年６月30日）

受取手形 362百万円 397百万円

支払手形 134 233

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 

2018年４月１日 至 2018年６月30日）

 当社グループは、連結会計年度の売上高における下半期の売上高の割合が大きくなるといった季節的変動があ

ります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  2017年４月１日
至  2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2018年４月１日
至  2018年６月30日）

減価償却費 852百万円 853百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年５月15日 

取締役会
普通株式 1,318 15 2017年３月31日 2017年６月８日 利益剰余金

（注）2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。「１株当たり配当額」につき

ましては、当該株式併合前の金額を記載しております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月15日

取締役会
普通株式 1,318 150 2018年３月31日 2018年６月７日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連
結損益計
算書計上

額 
（注）３ 

  建設事業 
製造・販
売事業 

賃貸事業 計 

売上高                

外部顧客への売上高 20,639 4,440 1,355 26,434 424 26,859 － 26,859 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

10 1,394 237 1,642 109 1,751 △1,751 － 

計 20,649 5,834 1,592 28,076 533 28,610 △1,751 26,859 

セグメント利益 87 614 57 758 93 852 △679 173 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業、ソフトウエアの

開発・販売及び事務用機器の販売、損害保険代理業、スポーツ施設等の企画・運営他を含んでおります。

   ２．セグメント利益の調整額△679百万円には、セグメント間取引消去３百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△682百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない提出会

社の本社管理部門に係る費用であります。

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連
結損益計
算書計上

額 
（注）３ 

  建設事業 
製造・販
売事業 

賃貸事業 計 

売上高                

外部顧客への売上高 24,796 4,405 1,388 30,590 502 31,093 － 31,093 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

7 1,656 242 1,907 143 2,050 △2,050 － 

計 24,804 6,062 1,631 32,497 646 33,144 △2,050 31,093 

セグメント利益 586 487 84 1,158 123 1,281 △682 598 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業、ソフトウエアの

開発・販売及び事務用機器の販売、損害保険代理業、スポーツ施設等の企画・運営他を含んでおります。

   ２．セグメント利益の調整額△682百万円には、セグメント間取引消去３百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△686百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない提出会

社の本社管理部門に係る費用であります。

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

 １株当たり四半期純利益 21円40銭 42円68銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 （百万円） 188 375

普通株主に帰属しない金額     （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益           （百万円）
188 375

普通株式の期中平均株式数     （千株） 8,791 8,790

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

（剰余金の配当）

 2018年５月15日開催の取締役会において、2018年３月31日を基準日とする剰余金の配当を行うことを決議いたし

ました。

 (1)配当の原資      利益剰余金

 (2)配当金の総額     1,318百万円

 (3)１株当たり配当金額  150円

 (4)効力発生日       2018年６月７日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年８月10日

日本道路株式会社 

取締役会 御中 

 

EY新日本有限責任監査法人 

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川 政人  印 

 
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 澤部 直彦  印 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本道路株式会

社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本道路株式会社及び連結子会社の2018年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。
 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。 

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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